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１．はじめに

国内における少子高齢化の問題は深刻化し、生産

労働人口の減少が予想されていることから、鉄道産

業においても従来のような労働力確保は困難になる

と考えられる。

これまで保線部門においては、検査・検収の装置

化や作業の機械化などにより、軌道の維持管理にお

ける効率化を進めてきた。しかし、今後の人口減少

は、さらなる労力低減の必要性を示唆しているもの

であり、鉄道システムを将来持続可能なものとする

ためには、少なくても人口減少と同程度の規模の省

力化を実現する必要がある。

２．保線における労力低減

保線業務の検査・計画・作業・検収といった一連

の流れの中で、検査の装置化や作業の機械化などに

よる抜本的な労力低減に向けた取組みが遅れている

のが「計画」業務である。

計画には検査結果の整理と判定、対象箇所の選定、

関係箇所との調整等による保守用車の運用といった

業務内容で複雑に構成されるため、これまで人力作

業で実施してきたのが現状である。しかしながら、

人の力が必要となる「調整」以外の業務については、

判断指標が明確であることからルーチン業務として

対応しているので、その業務フローをプログラミン

グすればシステム化でき、労力低減を図ることは可

能であると考えられる。

３．計画業務のシステム化

図１に、マルチプルタイタンパー（以下、「MTT」

という）による軌道保守を例に計画のシステム化の

イメージを示す。

MTT により効率的に施工するためには、適切な時

期に、適切な箇所へ投入することが必要であり、軌

道検測等で得られたデータを統計解析手法によって

時系列分析し、その予測結果に基づいて保守計画を

策定するのが一般的な流れである。

これらの概念に基づき、公益財団法人鉄道総合技

術研究所（以下、「鉄道総研」と称す。）においては、

約20年前からMTT保守計画作成のシステム化に着手

し１）、軌道狂い進みや MTT 保守実績といった履歴デ

ータと MTT 運用条件等から計画案を作成する MTT運

用計画作成支援システム（以下、「MTT 計画システム」

と称す。）を開発し２）、近年において JR 各社と連携

し、MTT 計画システムの現地試験を実施し、その有

効性の確認を行い３）４）、順次実用化されている状況

である。

４．計画業務のシステム化による効果

計画業務をシステム化することで、「品質の向上」

や「コスト削減」の効果があると考えられる。

まず、システム化により、軌道狂い予測に基づく

保守対象箇所及び保守投入時期の選定により根拠が

明確化され、踏切修繕や構造物保守などの組合せ施

工を計画的に実施するための計画策定が可能となる。

その結果として、熟練技術者と同等の計画案を若年

技術者でも策定することが可能となり、「品質の向

上」につながるものと考えられる。

また、適切な時期に、適切な箇所を保守すること

や保守用車の回送ロスの最小化による費用の適正化、
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さらに、計画案作成作業における労力が低減するこ

とで計画業務の効率化となり、「コスト削減」の効

果もあると考えられる。

５．実用化に向けた具体的な取組み

既述したように、当社も鉄道総研と連携し、MTT

計画システムの有効性を確認してきた。

さらに、MTT 以外の道床交換やレール削正といっ

た他の保守用車による工事も対象とし、複数の保守

用車の運用計画案を策定することができるシステム

（以下、「軌道保守計画システム」という）の開発に

おいても鉄道総研と連携を図っている。そのシステ

ム構築状況を図２に示す５）。白抜き文字の部分が要

素技術として確立されているモデルであり、白地黒

文字（点線枠）の部分が開発中のモデルである。

計画システムは、保守対象箇所選定モデル（以下、

「箇所選定モデル」という）とスケジューリングモ

デル（以下、「運用モデル」という）の大きなモデル

で構成されている。既に構築されたモデルは以下の

とおりである。

① 在来線モードの MTT 計画システム（箇所選定モ

デルと運用モデル）

② 新幹線モードの複数台の MTT やレール削正車

等の運用モデル

こういった状況の下、当社で軌道保守計画システ

ムの実用化に向けて具体的に取組んでいる内容は以

下に示すとおりである。

（１）新幹線モード

従来の年間保守計画（主にロングレール交換、道

床修繕、MTT、レール削正）の策定フローに基づき、

鉄道総研が開発したモデルをベースにして、MTT、道

床交換機（以下、「NBS」と称す。）、道床安定作業車

（以下、「DGS」と称す。）の運用計画を策定するシス

テム（プロトタイプ）を構築した。その有効性は、

鉄道総研で実施した過去データを用いた平成 25 年

度計画を再現試験することで、人手によるものとの

確認ができたので、平成 26 年度は現業機関による現

地試験を行う計画である。

（２）在来線モード

平成25年度に一部の現業機関にMTT計画システム

を配備し、平成 26 年度に残る箇所への配備によって、

MTT 計画システムの導入を行っている。この導入に

より、MTT 計画の適正化に向けた取組みを進めると

ともに、今後順次モデルが構築される軌道保守計画

システムの実用化に向けての現地試験を行うフィー

ルドの準備を整える計画である。また、新幹線モー

ドで構築した複数台の保守用車の運用モデルを導入

するためにシステム改修を行う計画である。

６．今後の方向性

軌道保守計画システムの構築に向けては、図２に

示した開発中のモデルの構築に加えて、軌道状態評

価モデルの精度向上や軌道劣化速度算定手法の改良、

複数工種の組合せによる改善効果の定量化など、さ

らに検討を進める必要がある。今後も、鉄道総研と

連携し、ユーザー視点で軌道保守計画システムの開

発に取組み、将来に向けて計画システムの実用化を

目指していきたいと考えている。
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図２ 軌道保守計画システムの構築状況
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